
東京臨海熱供給株式会社

第１ 監査対象の概要

１ 事 業 の 内 容

（１）事 業 の 概 要

東京臨海熱供給株式会社（以下「会社」という ）は 「臨海副都心開発事業化計画」に基づ。 、

き、地域環境の保全と熱源の効率的な活用に留意しつつ、快適な都市環境づくりを推進するた

め、臨海副都心地域において、地域冷暖房システムの整備及び運営などの事業を営むことを目

的として、平成２年８月に設立された法人で、主に温水、冷水の熱供給事業を行っている。

（２）都 と の 関 係

都は 会社の資本金１０４億円のうち５３億４００万円 ５１ ０％ を出資しているほか、 （ ． ） 、

臨海副都心開発事業に係る熱供給施設の整備に係る開発者負担金等に関する協定（平成５年３

月３１日締結）に基づき、開発者負担金として地域導管の敷設に要する費用として平成１０年

度２億７，７４０万円、平成１１年度は４億９，３０３万余円支出している（平成１１年度ま

でで４６７億３，１４０万余円 。）

また、平成１１年度は、補助金２２４万余円を交付している（臨海副都心の熱供給施設に係

る民間能力活用特定施設緊急整備費補助金交付要綱 。）

２ 組 織

会社は、本社を江東区有明三丁目１番に置き、役員１６名（代表取締役社長１名、常務取締役

１名 取締役１１名 監査役３名 うち非常勤１２名 及び社員２１名 うち都からの派遣６名、 、 （ ）） （ ）

で、２部５課３管理事務所をもって構成されている。

第２ 監査の範囲及び実地監査期間

１ 監 査 の 範 囲

平成１０年度（第９期）及び平成１１年度（第１０期）の事業について実施した。

２ 実地監査期間

（１）港 湾 局 平成１２年１１月２日及び同月１４日

（２）会 社 平成１２年１１月６日から同月１３日まで

第３ 監 査 の 結 果

１ 経営状況について

（１）事 業 の 実 績

会社は台場・有明南・青海南の各プラント（熱発生所）を建設し、平成７年１０月に熱供給

事業を開始している。

平成１０年度及び平成１１年度の熱供給事業実績は表１のとおりとなっており、２３施設と



の間に熱供給契約を締結し、平成１１年度は熱量にして温熱２１万４，３３７ギガジュール、

冷熱５７万７，９８６ギガジュールをそれぞれ供給している。

(表１) 熱供給事業実績

熱 供 給 先 熱 供 給 実 績

平成10年度（第9期） 平成11年度（第10期）

供 給 地 域 施設数 延床面積(ｍ ) 温熱(Gj) 冷熱(Gj) 温熱(Gj) 冷熱(Gj)２

台 場 地 区 ９ 564,651 111,625 285,504 104,717 271,116

有 明 南 地 区 ９ 565,789 61,490 159,182 79,356 189,339

青 海 南 地 区 ５ 297,240 28,606 115,182 30,264 117,531

合 計 ２３ 1,427,680 201,721 559,868 214,337 577,986

（注）１ギガジュール(Gj)：熱量の単位で１０億ジュール、１カロリーは約４．２ジュール

２台場地区 平成１２年３月、有明南地区 平成１１年６月、各１施設供給開始

なお 熱供給施設については 平成１０年度及び平成１１年度は温水熱交換器増設 青海南、 、 （ ）、

受入設備（３施設）等の整備を実施している。

（２）経営成績

平成１０年度及び平成１１年度の経営成績は、別表１比較損益計算書のとおり、平成１０年

度７億６，８４１万余円、平成１１年度１億３，１０９万余円の当期利益を計上している。

平成１１年度における営業収益は５３億３，６５６万余円で、前年度（５３億３，６２６万

余円）に比較して３０万余円（０．０％）増とほぼ横這いとなっている。これは主に、平成１

１年度は熱供給実績は増加しているものの、平成１０年１０月に供給料金の値下げ（平均７．

４４％ を実施したことにより 熱供給事業営業収益が５３億３ ６１５万余円と 前年度 ５） 、 ， 、 （

３億３，５２７万余円）に比較して８７万余円（０．０％）の増加にとどまったことによるも

のである。

また、営業費用は４０億９，４８１万余円で、前年度（３９億８，７１２万余円）に比較し

て１億７６８万余円（２．７％）増加している。これは、熱供給事業営業費用において、熱販

売が増加したことに伴い製造費が３，４０７万余円、本社の移転に伴う経費増等により一般管

理費が６，６５７万余円それぞれ増加したことなどによるものである。

この結果、平成１１年度における営業利益は１２億４，１７５万余円となっており、前年度

（１３億４，９１３万余円）と比較して１億７３８万余円（８．０％）減少している。

次に営業外損益について見ると 営業外収益は９８２万余円で 前年度 ５ ９７９万余円、 、 （ ， ）

と比較して４，９９６万余円（８３．６％）減少している。これは主に、金利の低下などによ

り受取利息が２ ６０３万余円 精算金などが減少したことにより雑収入が２ ３９３万余円， 、 ， 、

それぞれ減少したことによるものである。

以上の結果、経常損益は前年度より１億４１４万余円（１３．５％）減少し、６億６，５８

９万余円の経常利益を計上している。



特別損益では、平成１１年度に建設仮勘定償却４億３，１３７万余円を特別損失に計上して

おり、税引前当期利益は２億３，４５１万余円となっている。

なお、平成１１年度より、税効果会計を適用しており、過年度税効果調整額８，１２６万余

円を計上したことなどにより、当期未処理損失は３億６６万余円となっている。

（３）財政状態

平成１１年度末における財政状態は 別表２比較貸借対照表のとおり 資産合計３３５億６、 、 ，

４３０万余円、負債合計２３４億６，４９７万余円、資本合計１００億９，９３３万余円とな

っている。

資産は前年度（３５８億７７７万余円）に比較して、２２億４，３４６万余円（６．３％）

減少している。

このうち、固定資産は２６０億２，２０４万余円で、前年度（２７６億５，６５０万余円）

に比較して１６億３，４４６万余円（５．９％）減少している。これは主に、製造設備等の固

定資産の減価償却などにより熱供給事業固定資産が１２億３，１４６万余円、建設仮勘定が償

却などにより４億３，３０２万余円（１００％ 、それそれ減少したことによるものである。）

また、流動資産は７５億４，２２５万余円で、前年度（８１億５，１２６万余円）に比較し

て６億９００万余円（７．５％）減少している。これは主に、諸未収入金が４億８，６１７万

余円増加したものの 現金及び預金が１１億３ ２７７万余円減少したことによるものである、 ， 。

負債は前年度（２５９億２，０８０万余円）に比較して、２４億５，５８２万余円（９．５

％）減少している。

このうち、固定負債は２１２億５，９００万円で、前年度（２３２億８，７００万円）に比

較して２０億２，８００万円（８．７％）減少している。これは、長期借入金で１年以内に返

済期限が到来するものについて流動負債に計上したことにより減少したものである。

また、流動負債は２２億５９７万余円で、前年度（２６億３，３８０万余円）に比較して４

億２，７８２万余円（１６．２％）減少している。これは主に、未払金が２億１７万余円、未

払費用が２億２８８万余円、それぞれ減少したことによるものである。

資本は前年度（９８億８，６９７万余円）に比較して２億１，２３６万余円（２．１％）増

加している これは 当期未処理損失が２億１ ２３６万余円減少したことによるものである。 、 ， 。

流動比率、固定比率及び自己資本比率は、表２のとおりとなっている。

（表２）財務比率

項 目 算 式 平成７年度 平成８年度 平成９年度 平成10年度 平成11年度
流動資産

流 動 比 率 ２４７．１ ３６３．２ ３６４．９ ３０９．５ ３４１．９
流動負債
固定資産

固 定 比 率 ３５２．４ ３３９．７ ３１６．１ ２７９．７ ２５７．７
資 本
資 本

自己資本比率 ２３．３ ２３．１ ２４．９ ２７．６ ３０．１
負債＋資本



以上、会社の経営状況について述べてきたが、平成１１年度は、前年度に引き続き当期利益の

計上となっている。

なお、事業運営において、別項意見要望事項のとおり、その一部において、改善を検討すべき

事項が認められた。

２ 経営状況に関する意見・要望事項

（１）有明北地区の熱供給施設について

会社は 有明北地区の熱供給事業について 都が策定した 臨海副都心開発事業化計画 平、 、 「 」（

成元年４月）において下水処理場内に設置（下水処理場と清掃工場の排熱を効率的に利用）す

るとされていた冷暖房プラントの収容施設等について、有明下水処理場及び有明清掃工場（平

成７年度完成）の建設計画とあわせて先行的に整備を行った。

ところで 都は 臨海部の開発を見直し 臨海副都心まちづくり推進計画 平成９年３月、 、 、「 」（ ）

を策定している。有明北地区の開発については、この推進計画を受けて都が策定した「有明北

地区まちづくりマスタープラン 平成１１年１１月 において 共同溝 熱供給のための導管」（ ） 、 （

等を敷設する予定の施設）の整備を行わないこととされた。

このため、会社は、都の方針変更に伴い有明北地区の熱供給事業を見送ることとし、先行的

に行った施設整備の費用の一部（建設仮勘定計上分）について、平成１１年度に特別損失とし

て除却処理を行っている。

また、会社は、先行的に整備した冷暖房プラントの収容施設（地下１階地上４階、１，９６

８ １５ｍ 有明下水処理場と合築 等を 本社として有形固定資産に計上し使用していたが． 、 ） 、 、２

執務環境の改善を図るため、平成１１年３月に現在地に移転しており、その後、この有形固定

資産の貸付を検討しているものの、いまだ活用がなされていない状況である。

しかしながら、移転後は旧本社として有形固定資産（残存価格１，７６７百万円）に計上し

ている先行的に整備した施設は、会社の資産として管理され、これらの施設には平成１１年度

で７，６００万円（維持管理費、減価償却費等）を超える費用負担が生じており、事業の収支

に影響を及ぼすものとなっている。

会社及び局は、先行的に整備され、会社の有形固定資産とされている施設が事業の負担とな

らないよう、資産の転活用を含め取扱いを検討されたい。



（別表１）比較損益計算書

(　単位：円、％　）

平成１１年度 平成１０年度

（Ａ） （Ｂ） Ｃ＝(A)－(B) （C/B）×100

5,336,566,795 5,336,262,304 304,491 0.0

5,336,150,439 5,335,272,717 877,722 0.0

温 熱 料 1,352,675,036 1,338,182,050 14,492,986 1.1

冷 熱 料 3,981,334,545 3,997,090,667 △ 15,756,122 △ 0.4

営 業 雑 収 益 2,140,858 0 2,140,858 100

416,356 989,587 △ 573,231 △ 57.9

4,094,810,491 3,987,122,562 107,687,929 2.7

4,094,810,491 3,987,122,562 107,687,929 2.7

製 造 費 3,529,112,336 3,495,039,496 34,072,840 1.0

供 給 販 売 費 125,313,072 118,271,043 7,042,029 6.0

一 般 管 理 費 440,385,083 373,812,023 66,573,060 17.8

1,241,756,304 1,349,139,742 △ 107,383,438 △ 8.0

9,826,061 59,792,118 △ 49,966,057 △ 83.6

受 取 利 息 6,712,281 32,745,368 △ 26,033,087 △ 79.5

雑 収 入 3,113,780 27,046,750 △ 23,932,970 △ 88.5

585,687,037 638,892,466 △ 53,205,429 △ 8.3

支 払 利 息 585,687,037 638,892,466 △ 53,205,429 △ 8.3

665,895,328 770,039,394 △ 104,144,066 △ 13.5

431,377,993 － 431,377,993 100

   建  設  仮  勘  定  償  却 431,377,993 － 431,377,993 100

234,517,335 770,039,394 △ 535,522,059 △ 69.5

103,418,154 1,620,000 101,798,154 －

131,099,181 768,419,394 △ 637,320,213 △ 82.9

513,029,137 1,281,448,351 △ 768,419,214 △ 60.0

81,262,087 － 81,262,087 100

300,667,869 513,029,137 △ 212,361,268 △ 41.4

科　　　　　　　目
比　較　増　減

前 期 繰 越 損 失

過 年 度 税 効 果 調 整 額

熱供給事業営業費用

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

営 業 収 益

熱供給事業営業収益

当 期 未 処 理 損 失

経 常 利 益

特 別 損 失

税 引 前 当 期 利 益

法 人 税 等

当 期 利 益

特
別
損
益

熱供給事業外営業収益

営 業 費 用

経
　
　
　
常
　
　
　
損
　
　
　
益

営
　
　
　
業
　
　
　
損
　
　
　
益

営
　
業
　
外
　
損
　
益



（　単位：円、％　）

平成１１年度 平成１０年度

（Ａ） 構成比 （Ｂ） 構成比 Ｃ＝(A)－(B) (C/B)×100

21,259,000,000 63.3 23,287,000,000 65.0 △ 2,028,000,000 △ 8.7

21,259,000,000 63.3 23,287,000,000 65.0 △ 2,028,000,000 △ 8.7

2,205,972,733 6.6 2,633,801,467 7.4 △ 427,828,734 △ 16.2

2,028,000,000 6.0 2,028,000,000 5.7 0 0

61,128,448 0.2 71,396,939 0.2 △ 10,268,491 △ 14.4

－ － 200,171,575 0.6 △ 200,171,575 △ 100

68,785,235 0.2 271,673,339 0.8 △ 202,888,104 △ 74.7

35,611,100 0.1 － － 35,611,100 －

3,150,800 0.0 2,932,400 0.0 218,400 7.4

－ － 49,440,887 0.1 △ 49,440,887 △ 100

1,526,150 0.0 2,172,327 0.0 △ 646,177 △ 29.7

7,771,000 0.0 8,014,000 0.0 △ 243,000 △ 3.0

23,464,972,733 69.9 25,920,801,467 72.4 △ 2,455,828,734 △ 9.5

10,400,000,000 31.0 10,400,000,000 29.0 0 0

10,400,000,000 31.0 10,400,000,000 29.0 0 0

300,667,869 0.9 513,029,137 1.4 △ 212,361,268 △ 41.4

300,667,869 0.9 513,029,137 1.4 △ 212,361,268 △ 41.4

(131,099,118) △ 0.4 (768,419,394) △ 2.1

10,099,332,131 30.1 9,886,970,863 27.6 212,361,268 2.1

33,564,304,864 100.0 35,807,772,330 100.0 △ 2,243,467,466 △ 6.3

長 期 借 入 金

流 動 負 債

買 掛 金

負　債　及　び　資　本　の　部

科　　　　　目
比　較　増　減

固 定 負 債

預 り 金

賞 与 引 当 金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

未 払 事 業 所 税

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

1 年以内に期限到来の固定負債

資 本 金

欠 損 金

当 期 未 処 理 損 失

（ う ち 当 期 利 益 ）

負 債 合 計

資 本 金

未 払 消 費 税



（別表２）比較貸借対照表

（　単位：円、％　）

　　平成１１年度 平成１０年度

（Ａ） 構成比 （Ｂ） 構成比 Ｃ＝(A)－(B) (C/B)×100

26,022,045,417 77.5 27,656,505,679 77.2 △ 1,634,460,262 △ 5.9

25,735,252,637 76.7 26,966,720,031 75.3 △ 1,231,467,394 △ 4.6

25,396,198,783 75.7 26,607,779,484 74.3 △ 1,211,580,701 △ 4.6

29,382,311,062 87.5 29,300,857,522 81.8 81,453,540 0.3

△ 6,082,565,285 △ 18.1 △ 4,705,875,218 △ 13.1 △ 1,376,690,067 29.3

1,073,187,391 3.2 914,587,782 2.6 158,599,609 17.3

△ 204,437,449 △ 0.6 △ 152,099,346 △ 0.4 △ 52,338,103 34.4

1,441,782,582 4.3 1,415,066,040 4.0 26,716,542 1.9

△ 214,079,518 △ 0.6 △ 164,757,296 △ 0.5 △ 49,322,222 29.9

339,053,854 1.0 358,940,547 1.0 △ 19,886,693 △ 5.5

3 0.0 3 0.0 0 0

339,053,851 1.0 358,940,544 1.0 △ 19,886,693 △ 5.5

－ － 433,021,993 1.2 △ 433,021,993 △ 100

286,792,780 0.9 256,763,655 0.7 30,029,125 11.7

60,000,000 0.2 18,000,000 0.1 42,000,000 233.3

－ － 10,425,251 0.0 △ 10,425,251 △ 100

140,679,731 0.4 161,535,699 0.5 △ 20,855,968 △ 12.9

19,804,344 0.1 － － 19,804,344 －

66,308,705 0.2 66,802,705 0.2 △ 494,000 △ 0.7

7,542,259,447 22.5 8,151,266,651 22.8 △ 609,007,204 △ 7.5

6,551,512,300 19.5 7,684,291,129 21.5 △ 1,132,778,829 △ 14.7

416,358,529 1.2 389,711,949 1.1 26,646,580 6.8

506,050,959 1.5 19,880,001 0.1 486,170,958 －

3,761,962 0.0 － － 3,761,962 －

2,643,270 0.0 5,343,345 0.0 △ 2,700,075 △ 50.5

14,285,714 0.0 － － 14,285,714 －

44,253,479 0.1 54,508,522 0.2 △ 10,255,043 △ 18.8

20,898 0.0 46,738 0.0 △ 25,840 △ 55.3

5,419,698 0.0 － － 5,419,698 －

△ 2,047,362 △ 0.0 △ 2,515,033 △ 0.0 467,671 △ 18.6

33,564,304,864 100.0 35,807,772,330 100.0 △ 2,243,467,466 △ 6.3

（注）借地権計上額３円は、開発者負担金相当額を圧縮記帳した額である。

資　　産　　の　　部

科　　　　目
比　較　増　減

固 定 資 産

熱 供 給 事 業 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

製 造 設 備

減 価 償 却 累 計 額

供 給 設 備

減 価 償 却 累 計 額

業 務 設 備

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産

借 地 権

そ の 他 無 形 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

投 資 等

長 期 投 資

長 期 未 収 入 金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 投 資

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

諸 未 収 入 金

未 収 消 費 税 等

貯 蔵 品

貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

前 払 金

前 払 費 用

立 替 金

繰 延 税 金 資 産


